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表1 XRAINとCバンドレーダの仕様比較

図3 雨量算定アルゴリズム別の精度検証

図1 従来型レーダの課題

レーダ種類

図2 九州地方のCバンドレーダ位置図

120km

釈迦岳

八本木山

国見山

     

 

   

グランドクラッタ 電力遮蔽降雨減衰

  
 
 

XバンドMPレーダ
(XRAIN)

国土交通省
Cバンドレーダ

観測間隔 1分 5分

情報発表までのタイムラグ 1～2分 5～10分

提供するデータの分解能 250m 1,000m

定量範囲 60km 120km

運用目的 都市型豪雨対策 全国の雨量監視

二重偏波の有無 ○

ドップラー観測 ○

ボリュームスキャン ○ △＊1

△＊1

△＊1

*1:一部のレーダサイトで実施

レ
ー
ダ
雨
量

Rr

レ
ー
ダ
雨
量

Rr

(mm/hr)　　期間：2009年-2010年　全降雨 (mm/hr)　　期間：2009年-2010年　全降雨
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　25

　　0
0    25    50    75   100   125   150 0    25    50    75   100   125   150

総雨量比=  0.841    相関係数=  0.773 総雨量比=  1.078    相関係数=  0.893

地上雨量Rg 地上雨量Rg(mm/hr) (mm/hr)

従来のアルゴリズム 新アルゴリズム

マルチパラメータ(MP)レーダについて

近年増加する集中豪雨や局地的な大雨(いわゆるゲリ

ラ豪雨)による水害や土砂災害等に対して、適切な河川

管理や防災活動等を行うために、国土交通省はマルチパ

ラメータレーダ(以下、MPレーダ)の整備を進めています。

レーダ電波の反射強度のみを雨量推定に活用してい

る従来型レーダでは、図11)に示すように強降雨域におけ

るレーダ電波の減衰、地形によるレーダ波の反射(グランド

クラッタ)、および山地部で電波が遮られる(電力遮蔽)た

めに観測精度が低下するという問題があります。

これに対して、MPレーダは水平・垂直の二種類の偏波

を同時に発射し、大きな雨粒ほど水平・垂直偏波の観測

結果に差が出る性質を用いて、高精度な降雨推定を行

うことが可能です。

MPレーダの精度管理と利活用

(1) CバンドMPレーダのアルゴリズム開発

これまで主に全国の雨量監視に用いられていたCバン

ドレーダはMP化が進んでいます。当社では2009年に現

業Cバンドレーダで初めてMP化した九州の釈迦岳レーダ

雨量計(図2)1)に対し、精度検証および雨量算定アルゴリ

ズムの検討を行いました。

MPレーダで得られる二重偏波観測値を活用し、減衰

補正、グランドクラッタの除去と補間処理、および電力遮

蔽による精度低下の影響が小さい位相差情報を活用し

た降雨推定手法(Kdp法)を採り入れた雨量算定アルゴリ

ズムを検討しました。釈迦岳レーダの定量観測範囲の半

径120km内に位置する地上雨量計によって精度検証を

行った結果、新たな運用アルゴリズムの導入による精度

改善効果が確認されました(図3)1)。

(2) XバンドMPレーダの精度管理と利活用

Xバンドレーダは、Cバンドレーダに比べ波長が短く（Xバ

ンド:3cm、Cバンド:5cm）、高分解能な観測が可能なレー

ダです。XバンドMPレーダネットワーク(通称：XRAIN)は、

集中豪雨やゲリラ豪雨等の局地的な大雨への対策とし

て整備され、2013年度に本運用が開始されました。上

空に出現した雨雲をCバンドレーダより早く、詳細に捉える

ことができます(表1)2)。国土交通省の各地方整備局で

都市部を中心に整備され(図4)3)、防災情報として関心・

知名度が高まっています。

国土環境研究所 水環境解析部 越田 智喜、吉田 一全、三浦 裕司

建設統括本部 水圏事業部 河川部 荒木 智三、滝口 大樹

Point

マルチパラメータレーダの利活用に関する技術の紹介

リアルタイムで豪雨を捉えるマルチパラメータレーダによって得られる高精度・高分解能の観

測データの解析技術を開発しました。当社では、マルチパラメータレーダの課題の抽出や精度向

上検討、およびレーダデータの利活用について総合的なソリューションを提供します。
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図6 XRAINとCXコンポジット雨量による流出解析事例
(2011年9月:台風15号)

図4 XRAINの整備状況(2014年度現在)

図5 XRAINとCバンドレーダの合成事例

一般配信中        35基

2014年度
一般配信開始       2基

2014年度内
一般配信開始予定 1基

2015年度内
一般配信開始予定 1基

                   計 39基

【凡例】

〔出典〕
1)越田智喜、武中英好、中北英一、真木雅之、中川勝広、深見和彦：

現業Cバンド MPレーダにおける降雨推定精度,土木学会論文集B1(水工学) 

Vol.68,No.4,I_361-I_366, 2012.

2)荒木智三、越田智喜、滝口大樹、吉田一全、三浦裕司：XRAINを用いた流出

予測精度向上に係る手法の研究,河川技術論文集,第20巻,2014年6月

3)｢XRAINの概要｣(国土交通省Webサイト報道発表資料)を加工して作成

(http://www.mlit.go.jp/common/001046714.pdf)

XRAIN CXコンポジット雨量

  凡例
(mm/h)

0
  1-   2
  2-   5
  5- 10
10- 20
20- 30
30- 50
50- 70
70-100

100- 
観測不能域  

 

また、2013年度から国土交通省水管理・国土保全局

による河川情報数値データ配信事業が開始されたことに

よって、民間企業でもXRAINデータを入手できるようにな

り、一層の利活用が促進されることが期待されています。

XRAINにおいては、今後も各レーダの観測精度検証

等による継続的な精度管理と、観測結果をもとにした技

術的課題の改善に取り組むことが重要です。当社では

XRAINならびにCバンドレーダの観測特性の違いを踏まえ

た精度検証や課題の抽出を行うとともに、その結果にもと

づいた雨量算定パラメータ等の調整、およびテキストデー

タや画像ファイルといった汎用形式へのデータ変換等、

MPレーダデータの精度管理や利活用を支援いたします。

CXコンポジット雨量モデルの開発

国土交通省により公募された、産官学による「Xバンド

MPレーダに関する技術開発コンソーシアム」において、

当社は独自研究テーマ「マルチパラメータレーダ(MPレー

ダ)の定量観測精度向上ならびに流出予測精度向上に

係る手法の研究」で参画しました。

技術開発として、XRAINにより得られる高精度・高分解

能の雨量分布データを洪水予測やダム管理等へ活用す

るため、分布型流出モデルと組み合わせた流出解析プロ

グラムの整備を行いました。

XRAINの重点監視域である主要都市部では、

高精度の雨量監視が実現していますが、重点監

視域から離れた山地部においてXRAINのデータを

利活用する場合には留意が必要です。これは、

XRAINの観測範囲がCバンドレーダと比較して限

定的であり、周波数が高いために強雨域の背後

における降雨減衰の影響が大きいためです。そこ

で、当社では、XRAINの設置箇所から遠方となる

領域や、降雨減衰域等の弱雨域に対してCバンド

レーダと連携し、XRAINの弱点を補った合成雨量

(CXコンポジット雨量)により流域雨量の精度を向

上させるモデルを開発しています。

図52)は神奈川県の宮ケ瀬ダム流域(黒線で

囲んだ領域)の周辺エリアを対象に、XRAINの降

雨減衰域(図5左)をCバンドレーダで補填して合

成雨量を作成した事例です。この合成雨量を流

出解析の入力値として用いることで、ピーク流量

の再現性が改善されました(図6)2)。

おわりに

XRAINとCバンドレーダの特性に応じた活用によって、面

的な降水量分布の観測精度が向上し、降雨予測精度が

向上することが期待されます。水災害の防災・減災に貢献

するため、今後もレーダ雨量を用いた降雨予測技術や洪

水予測システムのさらなる高度化に取り組んでまいります。

新たな取り組み
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図2 画像中の特徴点を自動的にマッチングする実施例

2

3

特徴点の自動マッチング

1 2

3

1

図1 画像の輝度変化を利用した水位抽出の原理

黄色枠： 水位計測エリア
赤   線： 抽出した水面境界(水位)

＜水位計測範囲の設定イメージ＞ ＜水位境界の検出イメージ＞

平均輝度変化曲線

輝度変化の特徴点
から水面境界を
自動的に検出

高

構
造
物
の
標
高

低

(m)

水
位
以
上
の
標
高
範
囲
　
水
位
以
下

低(暗)　　　　平均輝度値　　　　高(明)

水位
水面境界水面境界

計測範囲

図3 システムの表示画面イメージ
メニューから[表示設定]を切り替えると、水位の行を

選択して、その(履歴の)水位画像を表示できる。

水位超過により警告情報が出た場合に情報を表示

CCTVカメラ画像

水位グラフ

水位一覧

観測所を選択
して詳細表示

計測地点の情報を表示

画像に描いた基準水位線の値と色(凡例)を

表示する。チェックボックスを外すと画像上の

線が消え(Off)、チェックすると表示する(On)。

A地点

B地点

A地点

B地点

各地点の計測状況を表示

　　：正常

　　：異常(停止等)

はじめに

中小河川では、短時間豪雨の影響により急激な水位

上昇が発生します。現在、河川のテレメータ水位観測で

は10分間隔での情報配信が行われていますが、より短い

時間間隔で水位変化を捉えることが求められています。 

また、フロートや水圧式等の従来の水位計では、洪水

流による故障・損傷や流木、ゴミにより欠測することがあり、

さらに堤防越水する水位(堤防高+50㎝)を計測できない

事例も増加しています。

このような状況を踏まえ、水位観測所よりも数倍多く整

備されているＣＣＴＶカメラに着目し、この映像を活用した

非接触かつリアルタイムな河川水位計測システムの開発

および精度向上に取り組みました。

「Dr.i-sensor」の特長

(1)画像の輝度変化を利用した水面位置検出機能

本システムでは、橋脚等の対象構造物の標高値を事

前に計測し、システムに登録します。リアルタイムの映像

をもとに、水位計測範囲(黄色枠)を設定し標高別の平均

輝度(明るさ)を算出します(図1)。この輝度値をもとに、対

象構造物に接する特徴的な輝度変化がみられる箇所を

水面境界(赤線)として認識し、水位を抽出します。

水面輝度の違いを認識しやすい橋脚、護岸、水門、樋

門、門柱等の既存施設をターゲットとして利用するため、

河川内の構造物へのマーキングや量水標等の特別な設

備を設置する必要はありません。

(2)画面の揺れを自動補正するマッチング機能

画像中の特徴点(画角内の不動箇所)をあらかじめ設

定し、風や振動でカメラが揺れても自動的に特徴点をマ

ッチングさせ、画像の乱れやブレを自動補正します。その

ため、CCTVカメラの旋回操作により異なる画角へ移動し

た後に水位計測用の画角へ戻しても、そのまま水位計測

を再開することができます(図2) 。

(3)わかりやすいシステム表示画面

本システムでは、CCTVカメラの映像からリアルタイムに

複数観測地点の水位計測結果を一覧表示することがで

きます。また、各観測地点の詳細情報を水位時系列グラ

フとあわせて表示することで、わかりやすい形で水位変動

を把握することができます(図3)。

情報システム事業本部 防災情報システム部 望月 優生、鄧 朝暉、関根 亮、飯野 修

情報システム事業本部 ITソリューション部 矢沼 伸行、近藤 弘章

Point

CCTVカメラ等を用いた河川水位計測システム「Dr.i-sensor」

当社開発の「Dr.i-sensor」は、CCTV1)カメラ等で撮影した映像から水面境界を自動識別し、非

接触かつリアルタイムに河川水位を計測できるシステムです。新たに「Retinex理論2)」を適用した

モデルにより画像が不鮮明な場合における計測精度向上を図り、NETISにも登録されました。本シ

ステムの特長と計測精度向上の取り組み結果について紹介します。
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図4 水位計測時に誤認識となった撮影映像事例

図5 夜間における水位計測実施例(Retinexモデル適用前)

図6 Retinexモデル適用前後の計測水位値
　　　(台風26号　2013/10/15～17)

表1 Retinexモデル適用前後の比較結果
　　　(2013/10/16計測水位とテレメータ水位の水位差の時間平均)

※平均算出期間に一部欠測期間を含む

 Retinexモデル適用前

 Retinexモデル適用後

処理前に誤認識と
なった水位抽出位置

実際の水面位置

平均

適用前

適用後

4.6cm

4.5cm

6.8cm

3.3cm

7.7cm

2.5cm

昼間
(7:00～17:00)

夜間
(17:00～24:00)

全期間
(7:00～24:00)

Retinexモデルの適用により水位計測が

適切に行えることが実証された

太陽光の影響で橋梁の影が水面に映り、

この影を水面と捉える状態が発生したた

め、水位計測にばらつきが見られた

誤認識となった水面位置
実際の水面位置

誤認識となった水面位置
実際の水面位置

(注)
1)CCTV：Closed Circuit Television (閉回路テレビ)の略で、常時監視や遠隔操作、

  デジタル画像録画が可能な監視カメラ

2)Retinex理論：人間の脳が色や光をどのようにとらえるのかをモデル化した色彩理論

河川水位計測の精度向上に向けた取り組み

本システムは、2012年度より国土交通省関東地方整

備局下館河川事務所に導入されています。本システム

で水位計測を行う際に、解析に用いる画像が不鮮明な

場合に計測精度が低下する事例が発生しました。画像

解析時に誤認識や計測精度が低下する主な原因として、

日射による対象構造物への影の映り込みや、橋梁上を

通過する自動車ライトのハレーション、降雨によるカメラ映

像の不鮮明化等の影響が挙げられます (図4)。

この解決策として、画像解析を鮮明化させる「Retinex

理論」を採用したモデルを適用することで、計測精度の

改善を図りました。従来のカメラ画像では画素ごとの物理

的な光量によって輝度の値が決定されますが、Retinex

モデルでは人間の視覚系に近い認識方法を用いて本来

必要のない照明の光量を除去し、注目すべき輝度をより

鮮明にできます。本モデルの適用により、画質が悪い状

況でも水面位置の誤認識を防ぎ、的確に水位を計測す

ることが可能となりました。

光の影響を受けた状況の映像解析(図5)において、本

モデルの適用前後で比較した結果を示します。計測水

位値のばらつきが軽減され(図6)、計測水位とテレメータ

水位の水位差の全期間(昼間・夜間)の時間平均が

6.8cmから3.3cmとなり(表1)、水位計測精度が向上した

ことが確認されました。

新たな取り組み

本システムの輝度分布を用いた画像解析技術はすで

に特許を取得(特許第3907200号)していますが、新たに

NETISに登録(NETIS登録番号：QS-130035-A　「CCTV

カメラ等を用いた河川水位観測システム"Dr．i-sensor"」)

されました。今後、推奨技術として活用される場がさらに

増加することが予想されます。

現在、夜間観測対応として赤外線カメラと高輝度LED

を併用した観測手法や、量水標・H鋼等の幅の狭い構造

物に接した水面位置を高精度に計測する手法等を開発

しています。今後も引き続き精度向上に向けた技術開発

を進めていく予定です。

謝辞

本システムの精度検証に際しましては、国土交通省関

東地方整備局下館河川事務所のご協力のもと、フィール

ドのご提供およびご助言をいただきました。ここに厚く御礼

を申し上げます。

新たな取り組み
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図2 生物多様性分野における事業者による取り組みの実態調査結果

[生物多様性と事業活動の関係] [取り組みの実施状況]

図1 環境省資料の表紙

無回答
0.7％

無回答
0.5％

実施している
　　45.3％

事業活動と関
係があり、重要
視している
　　27.3％

事業活動と関係は
あるが、それほど重
要視していない
　　17.1％

事業活動との関
係は小さく、重
要視していない
　　25.3％

事業活動との
関係を把握し
ていない
　　29.8％

実施する方
向で検討し
ている
　　11.9％

実施しておら
ず 実 施 す る
予定もない
　　42.2％

表1 事業者、事業者団体、行政機関の動き

日本企業9社が「ビジネスと生物多様性イニシアティブ」のリーダー

シップ宣言に参加

環境省が「生物多様性民間参画ガイドライン」を発行

日本経済団体連合会が「経団連生物多様性宣言」を策定

経済界を中心に「生物多様性民間参画パートナーシップ」が設立

経済団体、NGO等、さまざまな主体が参画する「国連生物多様性

の10年日本委員会(UNDB-J)」が設立

環境省が「生物多様性に関する民間参画に向けた日本の取組」

を公表

「企業と生物多様性イニシアティブ(JBIB)」結成　　　　　　　　　　　

(2014年9月時点で正会員36社)

2008年

2009年

2010年

2011年

2014年

はじめに

生物多様性条約(CBD)第10回締約国会議(COP10)

の名古屋での開催(2010年)をきっかけに、民間企業が

取り組むべき重要な環境問題のひとつとして、「生物多様

性の保全と持続可能な利用」が認識されるようになり、日

本国内でもさまざまな取り組みが行われてきました(表1)。

特に海外市場で活動する大企業にとっては、持続可能

な調達や消費者志向の変化、環境報告の枠組みや欧

州における規制の動向等に対応する必要があることから、

企業経営における主要なテーマとなりつつあります。

2014年には韓国・平昌でCOP12が開催され、環境省

は民間企業による生物多様性への取り組み状況をとりま

とめた「生物多様性に関する民間参画に向けた日本の取

組」(2014)を公表1)しました。本資料は、当社が作成を一

部担当しましたので、その概要を紹介します。また、民間

企業が生物多様性への取り組み状況をセルフチェックで

きる「取組診断シート」を作成しましたので、あわせて紹介

します。

内容紹介-生物多様性に関する民間参画に向けた

日本の取組-

本資料は、国内における最新の調査結果等にもとづき、

生物多様性分野における民間参画をとりまく動きについ

て、幅広く紹介したものです(図1)。

第1章では生物多様性に関する国内外の動きの概要、

第2章では民間企業等の事業者の取り組み状況、第3章

では事業者の取り組みを促進する主な動き、第4章では

「国連生物多様性の10年日本

委員会(UNDB-J)」ビジネスセクタ

ーの動きを紹介する構成となって

います。

このうち第2章では、当社が委

託を受けて実施した「生物多様

性分野における事業者による取

組実態調査(以下、実態調査)」

の結果や、多くの先進的な企業

が本業のなかで進めているさまざ

まな事例が紹介されています。

実態調査は、環境省が2012年度に国内の従業員数

500人以上の事業者(農・林・水産業、鉱業・砕石業、砂

利採取業は50人以上)を対象に実施したもので、2,601

社(回答率40.5％)から得られた回答結果について、企

業活動の分類や業種ごと等に整理されています(図2)。

なお、環境省のWebサイト1)では整理した結果の詳細を確

認することができます。

実態調査により、わが国の民間企業による事業活動に

おける生物多様性の重要性の認識を高めること、事業と

の関係を把握する手法の開発や普及を図ること、従業員

数が多い企業ほど「実施している」と回答した割合が高い

ことから中小企業の取り組みの活性化が課題であること

等が明らかになりました。

国土環境研究所 生物多様性計画部 西 浩司、幸福 智

Point

民間企業による生物多様性保全の取り組みの支援

近年、民間企業が取り組むべき環境問題として重要視されている生物多様性への取り組み状

況についてセルフチェックできる「取組診断シート」を作成しました。環境省から公表された「生物

多様性に関する民間参画に向けた日本の取組」の概要とあわせて紹介します。

※本報告には、環境省からの委託で実施した業務の成果を含んでいます。
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図3 取組診断シートの活用フロー

＜自社で実施＞ ＜当社のサポート＞

取組診断シートの記入

各取組項目への配点

取り組みの実施の支援

総合点による評価

・優先的に取り組む事項の把握
・経営方針、計画等への組み込み

・取り組みの実行
・モニタリング・開示

・全国的な進捗状況

・業種別の関連性分析

事業内容を踏まえた優先
すべき取組項目の抽出

〔出典〕
1)生物多様性：環境省Webサイト

(http://www.biodic.go.jp/biodiversity/private_participation/trend/01.html)

＜例＞「1.原材料調達」での取組項目

 ａ) 原材料の使用量の低減
 ｂ) 調達先への配慮の依頼
 ｃ) 認証材等の調達
 ｄ) トレーサビリティの把握等
 ｅ) 配慮された原材料とそれ以外の区別・表示

表2 基本シートの主な内容

表3 取組チェックシートの主な内容

①業種(日本標準産業分類の中分類)

②企業の規模および特徴等

③生物多様性に関する方針・
体制等に関するチェックシート

1.企業における方針の設定

2.目標の設定

3.推進体制の構築

4.推進責任者の設定

5.環境マネジメントシステムへの組み込み

6.情報公開、環境報告

7.従業員の教育訓練

質問の分類

1.原材料調達

2.生産・加工

3.販売

4.投融資

5.研究・開発

6.土地利用・開発

7.保有地管理

8.生物資源の利用

9.輸送

企業活動の分類

5

6

6

4

3

6

4

6

5

選択する数

※「取組診断シート」につきましては、下記の担当までお

問い合わせください。

【お問い合わせ先】
国土環境研究所　生物多様性計画部　
E-mail：nis18209@ideacon.co.jp(担当：西)

民間企業による取組診断シートの活用

実態調査の調査内容は、民間企業が自社の現在の

生物多様性への取り組み状況をセルフチェックするツー

ルとしても有効な内容となっています。そこで当社ではこ

れをチェックシートとして作成し、「取組診断シート」と名付

けました。

(1)取組診断シートの概要

このシートは、基本シートと取組チェックシートから構成

されています。基本シート(表2)は、自社の基本的な取り

組み状況を整理するために用います。取組チェックシート

(表3)は、個別の9つの企業活動の分類ごとに取組項目

が3～6個設定されており、本業のなかで実施している項

目をチェックして記入します。

取組チェックシートは、日本全体でのさまざまな民間企

業の活動を包含しています。業種あるいは事業の内容に

よっては、ほとんど関係のない企業活動の分類や取組項

目もあります(例えば、「4.投融資」は主に金融業に関わる

項目が挙げられ、「7.保有地管理」は土地を保有・管理し

ていない企業にはほとんど関係しません。)。各企業はそ

れぞれの事業の内容に照らし、本業との関わりが特に大

きいと考えられる項目について重点的にチェックすること

で、今後の活動のヒントが得られます。

(2)取組診断シートの有効性とサポートについて

2012年度の実態調査の結果では、業種ごとの各取組

項目の全国的な進捗状況が明らかになりました。そこで

当社では、この進捗状況と事業活動との関連性を考慮し

て総合点が求められるよう、取組診断シートに業種ごとの

重みづけを行う係数を作成しました。この取組診断シート

を活用することで、企業は自社の取り組み状況の総合点

を容易に把握することができます。

当社では、取組診断シートへの記入等のサポートのほ

か、総合点の算出、診断結果の考察、優先的に取り組

むべき事項の検討、その事項の実施における支援(課題

解決策の提案)等を行っていく予定です(図3)。

おわりに

生物多様性の保全や持続可能な利用は、これからは

企業にとっては単なる社会貢献活動ではなく、資源の調

達リスクの回避や新しい市場開拓のチャンス等にもつな

がる重要な観点です。多くの企業が本業のなかで取り組

みを進めることが期待されています。

さまざまな業種の民間企業に「取組診断シート」を活用

いただき、生物多様性への取り組みの方向性を検討する

うえでの一助になればと考えています。

新たな取り組み
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No. 分類群 項目   No. 分類群 項目
　1 植物  植生   　9 昆虫類 ハチトラップ
　2 哺乳類 ネズミ類  10   ライトトラップ
　3 鳥類  繁殖鳥類  11 土壌動物 ダニ類(ササラダニ)
　4   越冬鳥類  12   大型土壌動物
　5 昆虫類 地上徘徊性(PIT) 13   陸産貝類
　6   林間飛翔性(FIT) 14 物理環境 林冠開空率
　7   セミ類  15   土壌厚
　8   チョウ類  16   土壌硬度

表2 調査項目

GB整備 環境区分  植生名 
目標樹林 極相林        ウラジロガシ－サカキ群集 
 常緑照葉樹二次林  アラカシ群落 
 落葉広葉樹二次林  エノキ－ムクノキ群集 
    コナラ－アベマキ群集 
 常緑針葉樹二次林  アカマツ－モチツツジ群集 
整備対象 落葉広葉樹二次林 コナラ－アベマキ群集(不良林分) 
植生 人工林    ニセアカシア群落 
    オオバヤシャブシ群落 
    スギ－ヒノキ群落 
 竹林   モウソウチク－マダケ群落 
 草本群落・低木林 クズ－フジ群落 
    ススキ－ネザサ群落 

表1 調査対象とした植生

表3 樹林性生物の種数と物理環境測定結果

　項目

樹林性
生物の
平均種数
(種)

物理
環境

植物  
哺乳類
繁殖鳥類
地上徘徊性昆虫
林間飛翔性昆虫
ハチトラップ
ライトトラップ
ダニ類
大型土壌動物
陸産貝類
林冠開空率　夏(％)
林冠開空率　冬(％)
A0層土壌厚(cm)
土壌硬度(mm)

目標樹林5区分の
　　　平均

19.9 
0   
4.0 

13.5 
6.2 
3.7 

10.9 
1.8 

15.9 
2.3 

         コナラ―アベマキ群集
GB整備予定地内

18.9 
0   
4.6 

14.6 
6.7 
5.2 

14.5 
3.9 

24.2 
1.6 

10.1 
22.8 
5.8 

13.8 

GB整備予定地外
40.0 
0   
7.6 

16.5 
14.8 
21.0 
26.3 
8.3 

26.6 
1.5 
9.0 

28.0 
6.1 

11.4 

注:解析対象とした項目のみ示す

図1 GB整備予定地内の樹林性生物の平均種数
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注:解析対象とした項目のみ示す

整備対象植生(平均)

目標樹林(平均)

(種)

整備後の
目標樹林

六甲山系グリーンベルト事業における生物多様性評価
大阪支社　生態・保全部 川西　誠一、斎藤　史之、生江　広明

はじめに

全国の急傾斜地において土砂災害防止の目的で樹

林環境の整備が行われています。そうした樹林は土砂災

害防止機能のみでなく、さまざまな動植物の生息・生育

の場を提供し得るので、生物多様性保全の観点から樹

林整備の内容を検討することも重要と考えられます。

当社は、兵庫県の六甲山地における樹林整備が地域

の生物多様性に与える効果を調査・検討し、評価する業

務を実施しました。その結果と今後の生物多様性に配慮

した樹林整備の進め方について紹介します。

六甲山系グリーンベルト整備事業の概要

六甲山系グリーンベルト整備(以下、GB整備)事業は、

山腹斜面の土砂災害防止を目的とした樹林帯を保全育

成するもので、｢階層構造が発達し、さまざまな樹齢・樹

種が混交する樹林｣を｢目標樹林｣としています。特に山

腹斜面に広く分布し、表層崩壊を防ぐ機能が高いコナラ

－アベマキ群集を｢整備後の目標樹林｣と位置付けてい

ます。ニセアカシア群落、スギ－ヒノキ群落等は、伐採等

により目標樹林への林相転換を図る｢整備対象植生｣とし

て、整備が進められています。

目標樹林［コナラ－アベマキ群集］の生物多様性の評価

(1)調査方法

GB整備事業における｢目標樹林｣および｢整備対象植生｣

の各植生に10m×10m方形区を5か所程度設置し、その

中の動植物の生息状況を調査しました(表1、表2)。

(2)調査結果

①GB整備予定地内の樹林性生物種数の比較

樹林を主な生息環境とする樹林性生物の種数を比較

すると、解析対象とした11項目のうち8項目では、整備対

象植生より目標樹林で多くの種が確認されました(図1)。

②物理環境の異なるコナラ－アベマキ群集の比較

比較対象としてGB整備予定地外のコナラ－アベマキ群

集にも調査地点を設定しました。樹林性生物の種数を比

較すると、陸産貝類を除いてGB整備予定地外のコナラ－

アベマキ群集でGB整備予定地内の目標樹林よりも多くの

種が確認されました(表3)。　

※本業務は、国土交通省近畿地方整備局 六甲砂防事務所からの委託で実施しました。

生物多様性基本法の成立(2008年)や生物多様性国家戦略2012-2020の策定等を受けて、今後ますます多くの

事業で生物多様性への配慮が求められると考えられます。ここでは六甲山系グリーンベルト整備事業において生物

多様性の観点から事業による効果を評価した事例を紹介します。
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図2 コナラ－アベマキ群集の全天空写真(冬)

図3 整備後の目標樹林：コナラ－アベマキ群集のイメージ

0 20 40 60 80 100

現在
(2004)
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100
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植生面積割合(％)

アラカシ－コナラ群落 アラカシ群落 アカマツ－モチツツジ群集
コナラ－アベマキ群集 ニセアカシア群落 オオバヤシャブシ群落
モウソウチク－マダケ群落 その他植生

図4 将来植生予測結果

GB整備予定地内 GB整備予定地外

常緑樹が
少ない

常緑樹(亜高木･
低木)が多い

するアカマツ－モチツツジ群集やコナラ－アベマキ群集

は、現状のまま放置した場合、大部分がアラカシ－コナラ

群落やアラカシ群落に変化すると予測されました。一方、 

GB整備事業を継続的に実施した場合、GB整備予定地

内ではアカマツ－モチツツジ群集やコナラ－アベマキ群

集が多く残り、六甲山地全域に占める割合の減少を軽減

できると予測されました(図4)。

(2)生物多様性の保全に貢献するGB整備事業 

将来、六甲山地の植生がアラカシ群落等の常緑広葉

樹林へと遷移した場合、生物多様性が高いコナラ－アベ

マキ群集や、そこに生息する動物もみられなくなり、六甲

山地全域の生物多様性は現在よりも低下すると予測さ

れます。GB整備の実施により常緑樹の伐採、ネザサの刈

り取り、間伐等の里山的な維持管理を行い、｢林内が開

けた明るい林｣であるコナラ－アベマキ群集を維持・創出

することで、そこに生息する動物群集の保全や六甲山地

全域の生物多様性に貢献できると考えられます。

今後は、地元住民、NPO等との市民連携も含めてGB

整備を進めていくとともに、指標性の高い動植物の生息

状況をモニタリングし、樹林整備後の環境が目標樹林に

近づいているかをチェックして順応的な管理を行っていく

ことが必要と考えられます。

おわりに

本業務は、自然環境に配慮した砂防事業を実施する

うえで有用な情報となるほか、里山等の生物多様性の評

価と保全の方向性を検討するうえでの貴重な事例となり

ます。

生物多様性の評価には動植物に対する専門的な知

識と的確な調査技術および評価技術が求められます。

今後も、本業務で培われたノウハウと当社の動植物に対

する知識・経験を活用し、砂防事業のみでなく、各地域

の自然環境および生物多様性の評価と保全に寄与でき

るよう努めてまいります。

GB整備予定地外のコナラ－アベマキ群集は冬季の林

冠開空率が高く、林内が明るいことが生物多様性の高さ

につながっていることが示唆されました(図2)。

以上の結果から、良好な状態にあるコナラ－アベマキ

群集は植物、鳥類、昆虫類の樹林性生物が多く生息し、

土砂災害防止機能だけでなく、生物多様性保全の観点

からもGB整備の目標像として適切であると考えられまし

た(図3)。また、今後のGB整備においては冬季の林冠開

空率の維持・向上を図ることが重要と考えられました。

六甲山地の生物多様性向上におけるGB整備の効果

(1)100年後の植生変化予測

六甲山地に成立する各植生のおよそ100年後の変化

について、植生遷移の傾向と遷移速度(代表的な樹種に

ついて成長錐を用いた成長速度調査を実施)に着目して

予測し、現状のまま放置した場合とGB整備事業を実施し

た場合を比較しました。その結果、六甲山地に広く分布
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クロマツの生態的特性と松枯れ

クロマツは海岸に自生する常緑針葉樹であり、耐塩性を持つことから海岸林の優占樹種として植栽されてきました。最近の

研究で、健康なクロマツの根の先端には土壌中にいる菌根菌(コツブタケ、

ショウロ等)が菌根(図)を形成し、養分や水分の吸収を促進させることでク

ロマツが生育していることが明らかになりました1)。

そして、菌根菌が有機物の蓄積を好まないため、海岸林の維持には下

草刈り等の管理が必要不可欠であると考えられています2)。

海岸林の管理が停滞すると、土壌表層に有機物が蓄積し、菌根が減

少・消失し、クロマツが衰弱していきます。衰弱したクロマツは、松枯れを引

き起こすマツノザイゼンチュウを媒介するマツノマダラカミキリに侵入され、

そのクロマツを中心として松枯れが拡大すると考えられます。 図 クロマツの根の先端に形成される菌根

健康なクロマツ

根の先端に形成される菌根

図2 クロマツと伐採の関係

健全; 650

枝一部が枯死･
変色; 119

枯死･変色している
枝が多数; 41

完全に枯死; 248

健全; 799

枝一部が枯死･
変色; 175

枯死･変色している
枝が多数; 43

完全に枯死; 286

工事後に残る
健全なクロマツは
現状の1/3

クロマツ：2,361本

図1 業務対象地

工事
区域外;
1,303
[55.2％]

工事
区域;
1,058
[44.8％]

名古屋市

津市
伊勢湾

●

阿漕浦･御殿場
海岸

海岸工事によって伐採される海岸林の再生方策の検討
名古屋支店 環境技術・生態部　野副 健司、 望月 洋輔

はじめに

三重県津市の阿漕浦・御殿場海岸(図1)は、遠浅の

海岸であり、風光明媚な白砂青松の海岸として名高く、

現在でも多くの人々が散策やマリンスポーツ等で訪れる

憩いの場所となっています。

同海岸の海岸堤防は老朽化や地盤沈下、液状化の

可能性等が確認されたため、海岸堤防を改良する工事

が計画されています。その際に堤防前面にある海岸林の

一部を伐採するこ

とになるため、①工

事対象区域に含ま

れる海岸林での樹

木の現況調査を行

うとともに、②伐採

木の有効活用方策

の検討を行いまし

た。

海岸林の現況把握と工事による伐採の影響

(1)現況調査における松枯れの把握

樹木の現況把握のため、対象区域内の全樹木につい

て、樹種、位置、樹高、幹周の各項目を調査しました。加

えて、クロマツの“健康状態”を把握するため生育状態を

4段階(1：健全～4：完全に枯死)に分けて評価しました。

調査の結果、確認された3,455本の樹木のうちの約7割

(2,361本)がクロマツであり、確認されたクロマツの約4割

(912本)に枯死や変色等何らかの異常があることが分かり

ました。

(2)海岸堤防改良工事による伐採の影響と海岸林の保

全・再生の必要性

調査の結果に海岸堤防改良工事で計画している工事

範囲を重ね合わせたところ、約1,300本のクロマツが伐採

されずに残るものの、そのうち異常が見られない健全なク

ロマツは約800本(現況のクロマツの1/3の本数)に留まる

ことが分かりました(図2)。このため、工事後に海岸林を維

持するためには、海岸林の保全と再生が必要であると考

えました。

※本業務は、国土交通省中部地方整備局 四日市港湾事務所からの委託で実施しました。

海岸堤防工事に伴って一部伐採計画のある海岸林(クロマツ林)で現況調査を行うとともに、海岸林の保全・再生の

ために伐採木を有効に活用する方策を検討しました。効果的な海岸林の保全・再生計画を策定するには、松枯れの原

因やクロマツの生態的な特性を踏まえることが重要です。ここでは保全・再生計画を検討した事例を紹介いたします。
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図3 松枯れが多い場所の状況

[土壌の状況]5～15cmの土壌が
黒っぽい(有機物が多い)

[林床の状況]管理が行われてい
ないため、林床植生が繁茂

図4 伐採したマツを利用した松原健全化リサイクルプラン(案)

不健康なマツ
健康なマツ

管理のための間伐松工事による伐採松

成木

松林の成立 より健全な松林へ

｢松を増やす｣ ｢松を元気にする｣ ｢松原を憩いの場にする｣

苗 幼樹

松林の管理

植樹

育苗～松の生長

植樹を推進するための利用
～植樹看板・記念品の製作～ 苗木を守るための利用

～防風柵の製作～

健康な松原を保つための利用
～コンポスト(落葉集積場の製作)～

土壌を改良するための利用
～松炭製作による土壌改良～

休憩場所を創出するための利用
～テーブル・ベンチの製作～

圃場あるいはポット栽培 植樹
伐採･間伐

下草刈り
落ち葉かき

枝打ち 伐採･
間伐

下草刈り
落ち葉かき

枝打ち
松林の利用
(レクリエーション)

～ 松を大事に思う意識の向上・松原メンテナンス体制の確立 ～

朽ちたものは炭として再利用

〔出典〕
1)松田陽介(2008)「海岸林生態系を支える菌根菌」森林技術

2)小川真ほか(2012)「海岸林再生マニュアル」築地書館 

3)林野庁(2014)「「平成25年度 森林病害虫被害量」について」

   (http://www.rinya.maff.go.jp/j/press/hogo/140730.html)

えで、海岸林の保全・再生計画「伐採したマツを利用した

松原健全化リサイクルプラン(案)」を作成しました(図4)。

このプランは、海岸林の成長段階に応じて必要となる

管理作業で発生する松材の性状を整理するとともに、そ

れらの松材を「健康なマツ」と「不健康なマツ」に分けたう

えで、「松を増やす」、「松を元気にする」、「松原を憩いの

場にする」という視点で有効活用できるように割り当てたも

のです。そして、このような取り組みを複合的に組み合わ

せて運用することで、地域における松を大事に思う意識

を向上させるとともに、健全で魅力的な海岸林を育てて

いく管理体制が確立されることを企図しています。

おわりに

本業務では、クロマツの生態的な特性を踏まえ、かつ

工事で発生する伐採木を活用した海岸林の保全・再生

計画を提案しました。この計画は工事で受ける影響を海

岸林の保全・再生につなげる方策として、ほかの海岸林

においても有用なものと考えています。

ピーク時の4分の1程度の水準となっていますが、マツ

ノザイセンチュウによる松枯れは全国の海岸で依然として

問題となっています3)。“白砂青松の海岸”は、日本の原

風景です。本業務で得た知見を活用し、当社は今後もそ

の保全・再生に努めてまいります。

伐採木を活用した海岸林の保全・再生計画の提案

(1) 松枯れ原因の把握(土壌・菌根調査)

松枯れ原因を検討するため、表層土壌の状況を確認

したところ、松枯れが少ない場所では、日頃から管理が

行われていたため表層に有機物が蓄積していないこと、

クロマツの根が多くみられ菌根も形成されていることが確

認されました。一方、松枯れが多い場所では、林床植生

が繁茂し土壌表層に5～15cmの有機物の多い層が確認

され、クロマツの根が少なく菌根の形成もあまり確認され

ませんでした(図3)。

そこで、林床の管理の停滞による土壌への有機物の

蓄積と、菌根の減少・消失が阿漕浦・御殿場海岸の松枯

れの原因であり、海岸林の管理のポイントとして地表の有

機物を除去すること、菌根菌の生育環境を改善すること

の2点が重要と考えました。

(2) 海岸林を保全・再生するための伐採木の有効活用

阿漕浦・御殿場海岸では、海岸林の保全・再生が望まれ

ていたことから、海岸林の現況や松枯れの原因を踏まえたう
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